
東日本大震災に際しての企業の対応と事業継続の障害となった規制の事例（抜粋）
２０１２年３月５日

（社）日本経済団体連合会

アンケート調査の概要アンケ ト調査の概要
○実施時期：2011年10月4日～11月11日
○対 象：経団連会員企業（約1300社）
○回答社数：４０３社（回答率約31％）
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１．災害対策本部設置までに要した時間
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２．安否確認手段の導入状況

安否確認システム、衛星電話を導入済みの企業は
それぞれ回答企業の56％、24％にとどまり、多くの
企業が固定電話 携帯メ ルに安否確認を依存
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回答企業の約半数が発災後
１時間以内に設置を完了

企業が固定電話、携帯メールに安否確認を依存
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３．備蓄の手当 ４．自家発電設備の保有とその電力供給可能期間

１日分 ３日分 １週間分 １ヶ月分 その他

既保有, 
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５ 社員への帰宅 待機方針の指示方針の有無と

備蓄の量は、３日としている企業が
最多で回答数の44％

被災施設において、自家発電設備を保有していた企業は回答
企業の５割にとどかず、電力供給可能期間は３日以内が７割

待機指示 帰宅指示 指示なし

５．社員への帰宅・待機方針の指示方針の有無と
方針策定済み企業における社員への指示内容
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６．地元自治体との災害協定の締結状況

災害時における地元自治体との協力協定を
締結している企業は17％にとどまる
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災害発生時の社員の帰宅・待機方針を策定済の企業は42％

で、未策定企業を下回る。方針策定済企業の内、東日本大
震災に際しては ％が待機を指示し ％が帰宅を指示 締結済 検討中 未締結 その他

未策定
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７．事業継続計画の策定の有無とその適用範囲 ８．事業継続に際しての障害となった規制の事例
• タンクローリーについて、応援に際しての蔵置場所の移

転手続きや駐車時間や積載量に係る規制が障害と

震災に際しては、41％が待機を指示し、53％が帰宅を指示
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転手続きや駐車時間や積載量に係る規制が障害と
なった。

• 緊急物資の輸送に際して、緊急車両通行証の発行手
続きが自治体間でバラツキがあった。また、車種や積
載品に係る規制が障害となった。

• 同業他社に代わって 代替生産をする際 定期検査業
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• 同業他社に代わって、代替生産をする際、定期検査業
務等が障害となった。

• ラベルの供給停滞に伴い、商品表示に係る規制が障
害となった。

• 具材等が欠けた加工食品について、ＪＡＳ法、食品衛生
法 景品表示法が障害となった

企業単体 グループ内 取引先

法、景品表示法が障害となった。

• 自動車運転手の勤務時間、３６協定、有資格者による
業務制限など労働関連法制が障害となった。

• 被災者の所在や安否に係る情報の共有に際して、個
人情報保護法等が障害となった。

事業継続計画を策定済の企業は回答企業の半数であり、
適用範囲は大半（86％）で企業単体にとどまる


